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１．はじめに 

本研究は、高知県下の沿岸郡部の２つの町に焦点を当て、当

該地域におけるコミュニケーション実態の把握を試みた。より

具体的には、地域コミュニケーションにおける情報流通実態を

把握した上で、当該地域住民の保持する社会ネットワーク構造

および社会的属性が地域コミュニケーション流通に及ぼす影響

について分析を試みた。地域情報収集において、もっとも利用

されるコミュニケーション・チャネルは「自治体の広報誌」お

よび「ひとづて」であった。これらの使用に対する社会ネット

ワーク構造および社会的属性の影響について分析を試みた。 

 

２．先行研究 

 地域コミュニケーションに関する研究は、これまで地域メデ

ィア論[1]や地域情報化論[2]として取り組まれてきた。従来の

研究枠組みにおいては、地域内における情報流通の全体を把握

する試みはほとんどなく、住民を中心としたコミュニケーショ

ン生態系を解明する試みもほとんど行われてこなかった。ま

た、メディア技術の進展に伴う制度の変容や環境変化により、

従来の地域コミュニケーション論や地域メディア論の枠組みで

は説明困難な現実が到来し、新たな理論モデルの構築が求めら

れている[3][4]。 

 本研究では、遠山（2013, 2014）[5][6]の地方大学生を対象と

した予備的調査結果を参考に、高知県沿岸部にある郡部コミュ

ニティを対象とした社会調査データを分析するものである。 

 

３．調査およびデータ 

 本研究で使用するデータは、平成26年から平成27年にかけ

て、高知県幡多郡黒潮町および同県安芸郡奈半利町における社

会調査により取得したものである。両町は太平洋沿岸の郡部と

して黒潮町は県西部に、奈半利町は県東部に位置する。太平洋

沿岸という自然地理的共通項もあるが、歴史文化的違いをもつ

地域でもある。両町に共通するのは、農林漁業が盛んな地域で

あり、少子高齢化が急速に進むエリアであるという点である。

ただし、黒潮町の人口は、平成の大合併の影響もあり、比較的

多い約1万2千人弱程度、一方の奈半利町の人口は3千3百人

程度と、人口規模の違いがある。 

社会調査対象のサンプルの抽出には、町選挙人名簿に掲載さ

れた20～79歳までの成人から無作為抽出を行った。調査対象者

は、黒潮町533人、奈半利町462人であった。黒潮町調査は平

成26年11月～12月に実施し、回収数は212、回収率は39.8%

であった。奈半利町調査は平成27年6月に実施され、回収数は

242、回収率は52.4%であった。 

調査票では、回答者の人口統計学的属性、親族の属性、地域

における諸活動、回答者の保持する社会的ネットワーク（「親

密な関係」「地元情報探索関係」「防災相談関係」の三種類の

関係性）、防災準備行動、メディア利用、などについて質問し

ている。 

 

２．地元情報の入手経路 

調査では、地域に関する情報を７種類に区分し（「地元政

治・行政」「地元の防災」「地元の経済」「地元の事件・事

故」「地元のイベント情報」「地元の新店舗やセール情報」

「まちづくり活動」）、それぞれの情報の入手経路11種類につ

いて質問している。各種情報においてどの入手経路を利用する

のかを、「０（利用しない）」か「１（利用する）」で回答し

てもらっている。各情報入手経路のポイントは最高で７、最低

が０である。 

 

２．１．地元情報入手経路の使用比率 

表１は、黒潮町および奈半利町における地域情報入手経路の

利用傾向について、地域情報入手経路における平均ポイントで

示したものである。平均ポイントが高いほど、多様な情報源か

ら情報を入手していることを意味する。 

最も利用されていたのが広報誌であった。同様に、地域限定

メディアである掲示板・ポスターもよく利用されていた。一 
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表１．地域情報入手経路（平均ポイント） 

 黒潮町 

(N=191) 

奈半利町 

(N=214) 

ひとづて（クチコミ） 1.47 (2.176) 2.52 (2.708) 

電話・Eメール .56 (1.359) .93 (1.845) 

テレビ .73 (1.439) .67 (1.281) 

CATV*1 .92 (1.831) .08 (.515) 

ラジオ .08 (.574) .21 (.872) 

新聞 1.05 (1.828) 1.31 (1.849) 

雑誌 .04 (.215) .03 (.236) 

広報誌 3.48 (2.332) 3.92 (2.017) 

掲示板・ポスター .84 (1.384) 1.52 (1.735) 

PCウェブ .07 (.538) .09 (.545) 

携帯ウェブ .00 (.000) .04 (.488) 

注：数値は７種類の地域情報をポイント化した平均値。最大値が７

で、最小値が０である。カッコ内は標準偏差。 

  *1 黒潮町のみ、該当する町営CATVがある。 

 

方、ひとづて（クチコミ）や電話・Eメールも比較的利用され

ていて、広義のクチコミも主要な情報経路となっている。 

 

３．地域間の構造的差異の検証 

 

３．１．エゴセントリック・ネットワーク構造 

社会ネットワーク分析は、社会的事象における社会構造の影

響を分析する手法として発展してきた。なかでも、個人のつな

がりを対象とするのがパーソナル・ネットワーク分析、もしく

は、エゴセントリック・ネットワーク分析である。エゴセント

リック・ネットワーク分析では, 分析の中心となるアクターを

「エゴ（Ego）」と呼び, つながりを持つ相手を「アルター

（Alter）」と呼ぶ。エゴセントリック・ネットワーク分析の代表

的指標として、「次数中心性」「密度（エゴ除く）」「質的変

動指標（IQV: index of qualitative variation）」などがある。 

「次数中心性」とは、エゴの持つアルターとの繋がり（次

数）の数を指す。「行為者が他の行為者と多くの紐帯を保持す

ればするほど, 中心的であると解釈する」[7]ので、影響力の大

きさを示す指標でもある。 

「密度（エゴを除く）とは、「ネットワークにおいて行為者

同士の関係が, どのくらい密接であるのか, その程度」[8]を示

している。実際の紐帯数を論理的に可能な紐帯数で除した数値

がネットワーク密度となる。 

「質的変動指標（IQV）」とは、多様性を示す尺度である[9]。

一つの関係性のみの紐帯しか保持していない場合、IQVは”0”と

なる。一方、調査で質問した全ての関係性において同数の紐帯

を保持している場合は、「完全な」多様性を保持することを意味

し、IQVは”１”になる。 

今回の調査では、回答者がつながっている人びととの関係性

が親族な否かを測る指標として、「E-I Index （親族）」を導入

している。E-I Indexとは、アルターがエゴとどの程度同じグル

ープに帰属するか（internal）否か（external)を示す尺度である。

E-I indexは-1から+1までの値をとり、-1であればアルター全員

が親族であることを意味し、+1であればアルター全員が親族以

外の関係にあることを意味する。 

これらエゴセントリック・ネットワーク尺度の４つ（２）につ

いて、二町間の比較分析をMann-WhitneyのU検定により実施

した。結果は表２の通りである。 

 

表２．エゴセントリック・ネットワーク尺度の町間比較✝ 

 黒潮町 

(N=198) 

奈半利町 

（N=230） 

U値 p値 

次数中心性 8 (04,12.3) 8 (5, 11) 22705.0 .959 

密度 .21 (.11, .27) .22 (.14, .27) 22141.5 .621 

IQV .92 (.66, .98) .96 (.75, 1.0) 18045.5 .000 

EI Index親族 .33 (-.13, .67) 0 (-.50, .41) 17851.0 .000 

注：数値はポイントの中央値（25, 75パーセンタイル値） 

✝ Mann-WhitneyのU検定を用いた 

 

 二町間で差が有意であったのが、質的変動指標（IQV）とE-I 

Index親族であった。奈半利町のほうが黒潮町よりも IQV値が

高く、より多様性のある関係性を保持する傾向にあった（「黒

潮町＜奈半利町」）。具体的には、調査で質問した三種類の関

係性のそれぞれにおいて、多くの人とつながっているのが奈半

利町民であった。またE-I Index親族においては黒潮町民のほう

が奈半利町民よりも大きい値であった（「黒潮町＞奈半利

町」）。つまり、黒潮町民のほうが親族以外との付き合いが多

い傾向にあり、逆に奈半利町民のほうが親族との付き合いが多

い傾向にあることがわかる。 

 

３．２．人口統計学的属性 

本研究では、基本的人口統計的属性として、年齢、性別、教

育、所得を扱う。年齢および教育（年数）については間隔尺度

のため、Mann-WhitneyのU検定で統計分析を行った。性別お

よび所得（ダミー変数に変換）については名義尺度となるた

め、χ2検定にて差の検定を行った。結果として、全ての項目に

おいて、5%水準で差が有意でなかった。黒潮町民と奈半利町民

との間に人口統計的属性の差は確認されなかった。 

 

４．地域情報入手経路の規定要因分析 

ここでは地域社会構造の差異がどのように地域情報収集にお

ける情報源選択行動に影響を及ぼしているのかを検証する。具

体的な分析方法としては、各情報源のポイントを目的変数とし

た加重重回帰分析（ステップワイズ法）（３）により、有意な変

数を抽出する。回帰式に投入する独立変数としては、エゴセン

トリック・ネットワーク尺度である「次数中心性」「密度（エ

ゴ除く」「質的変動指数（IQV）」、「E-I Index （親族）」



3 

 

を、一方の人口統計学的属性としては、年齢、性別、教育、所

得を選択した。 

 

４．１．「広報誌」 

 地域情報入手経路として最も利用されているのが自治体の広

報誌であった。「広報誌」ポイントを目的変数とした重回帰分

析を実施した（表３を参照）。 

 

表３．「広報誌」ポイントの（加重）重回帰分析 

 黒潮町 奈半利町 

 B SE  B SE  

＜EgoNet尺度＞       

次数中心性    .036 .014 ** 

E-I Index親族 -.793 .309 *    

＜社会属性＞       

年齢    .039 .009 *** 

教育（年数）    .181 .069 * 

       

R2 .037   .129   

調整済R2 .031   .116   

N 191   210   

注： * p < .05; ** p < .01; *** p < .001 

 

結果として、黒潮町においてはE-I Index親族のみが有意な説

明変数となった。つまり、エゴとつながっているアルターにお

いて、親族の比率が高いほど、広報誌をよく読んでいることに

なる。一方の奈半利町では、次数中心性、年齢、教育が有意な

説明変数であった。奈半利町民においては、よく多くの人とつ

ながっていて、年齢が高く、教育歴が長い人ほど、地域情報収

集に広報誌をよく利用している傾向にある。 

 

４．２．「掲示板など」 

 「掲示板など」の分析結果（表４を参照）では、黒潮町では

有意な変数は抽出されなかった。奈半利町では、次数中心性と

年齢が正に有意となった。つまり、奈半利町では、より多くの 

 

表４．「掲示板など」ポイントの（加重）重回帰分析 

 黒潮町 奈半利町 

 B SE  B SE  

＜EgoNet尺度＞       

次数中心性    .041 .011 *** 

＜社会属性＞       

年齢    .030 .007 *** 

       

R2    .151   

調整済R2    .142   

N    210   

注： * p < .05; ** p < .01; *** p < .001 

人とつながり、年齢が高くなるほど、掲示板やポスターなどを

利用した情報収集をしている傾向にあった。 

 

４．３．「ひとづて」（クチコミ） 

両町において二番目に利用されていた地域情報入手経路は、

「ひとづて」（クチコミ）であった。「ひとづて」ポイントを

目的変数とした重回帰分析を実施した結果は表５の通り。 

 

表５．「ひとづて」ポイントの（加重）重回帰分析 

 黒潮町 奈半利町 

 B SE  B SE  

＜EgoNet尺度＞       

次数中心性 .090 .016 ***    

密度    2.002 .904 * 

IQV    3.212 .608 *** 

＜社会属性＞       

年齢 -.028 .010 ** -.025 .012 * 

所得ダミー４✝ 

(500~700万円) 

1.642 .695 *    

       

R2 .251   .136   

調整済R2 .238   .122   

N 175   214   

注： * p < .05; ** p < .01; *** p < .001 

✝：参照カテゴリは「所得なし」 

 

黒潮町では、より多くの人とつながっていて、年齢が若くな

るほど「ひとづて」（クチコミ）を利用した情報収集を行って

いることになる。また、所得のない層よりも、所得が500万円

から700万円未満の人のほうが、よりクチコミで地域情報を入

手している。 

一方、奈半利町では、ネットワーク密度が高く（エゴとつな

がっているアルター同士もつながっている傾向が高い）、関係

性の多様性が高い人で、年齢が若くなるほど、「ひとづて」で

地元情報を入手している傾向にある。 

 

４．４．「電話・Eメール」 

「電話・Eメール」ポイントの分析結果は表６の通り。この

経路において両町に共通点はなかった。黒潮町では、多くの人

とつながっていることが有意な変数であった。また、所得が

100万未満の人よりも、所得のない人のほうが電話・Eメールを

利用した情報入手をしている傾向にあった。おそらく、「所得

なし」層には主婦や学生も含まれていて、時間的余裕がある層

とも受け止められる。奈半利町では、関係性の多様性がある人

ほど「電話・Eメール」を利用していることがわかった。 
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表６．「電話・Eメール」ポイントの（加重）重回帰分析 

 黒潮町 奈半利町 

 B SE  B SE  

＜EgoNet尺度＞       

次数中心性 .047 .011 ***    

IQV    1.098 .388 ** 

＜社会属性＞       

所得ダミー１✝ 

（100万円未満） 

-.574 .239 *    

       

R2 .117   .039   

調整済R2 .107   .034   

N 175   214   

注： * p < .05; ** p < .01; *** p < .001 

✝：参照カテゴリは「所得なし」 

 

５．考察と結論 

 本研究では、７種類の地域情報入手経路の選択行動を規定し

ている予測変数について分析してきた。 

 「ひとづて」および「電話・Eメール」といった広義のクチ

コミ利用とネットワーク尺度との関連性において二町間には違

いがみられた。黒潮町ではこれら２つの情報経路において次数

中心性が有意であり、より多くの人とつながっていることが、

広義のクチコミの利用と関連性があることがわかった。一方、

奈半利町においてこれら２つに共通していたのが質的変動指標

（IQV）であり、つながる人数よりも、多様な関係性を保持し

ている人ほどクチコミを利用していることがわかっている。こ

のように住民（エゴ）の保持するネットワーク構造の違いが、

地域情報入手経路の選択において影響を及ぼしていると考えら

れる。そして、二町間の社会ネットワーク構造の違いは、人口

規模の差からわかる通り、「都市度」の違いとして説明される

ものかもしれない[10]。 

情報到達範囲が市町村などに限定される地域限定メディアと

なる自治体広報誌や掲示板・ポスターなどにおいて、奈半利町

ではより多くの人とつながっている人ほど、地元に密着した情

報源を利用していた。しかしながら黒潮町では共通した変数は

なかった。ただし「広報誌」の分析では、E-I Index親族が負に

有意であり、親族と多くつながっている人ほど広報誌を情報源

としてよく利用しているという結果になった。ネットワーク尺

度の二町間比較では、黒潮町のほうが親族とのつながりが少な

い傾向にあり、そのような中で親族と多くつながっている人ほ

ど広報誌を利用しているという点は興味深い。 

今回の研究で明らかになったのは、地域情報入手経路の選択

行動において、住民の社会的属性以上に、住民の保持する社会

的ネットワークの構造が影響を与えていたことであった。今回

の調査結果は、地域の政策立案・運営面へも一定の貢献が期待

される。例えは自治体が広範に伝えたいメッセージを、広報誌

に掲載するだけでなく、さらに地域リーダーとして「顔の広

い」人への情報提供も推進することで、情報伝播を促進できよ

う。地域コミュニケーションに消極的な住民に対しても、その

特性をある程度把握することで、対処方法の検討がより具体的

に進められるのではないか。 

地域メディアは地域のもつ共通のリアリティとなる地域文化

の生成と不可分な存在である[11]。しかしながら、地域コミュ

ニケーション実態を住民側から把握する研究は少なく、本調査

研究は当該研究領域に対し少なからず貢献したと考える。また

地域の情報リアリティの生成は情報文化とも交差する領域であ

ると考えられ、地域社会における情報文化を検討する際にも、

有益な知見を提供できたと考える。 
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注 

(1) 本稿における統計処理はSPSS Ver.22を使用して計算した。 

(2) エゴセントリック・ネットワーク尺度については、統計ソフトRの

egonetRパッケージを用いて算出した。 

(3) 黒潮町および奈半利町における社会調査サンプルの人口年代構成

が、平成22年国勢調査における人口年代構成と差があるため、調整の

ための係数を算出し、加重係数として重回帰分析に用いた。 
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